
制定 令和 元年 ５月 ８日 近運自二公示第 ２号
改正 令和 ４年 １月１１日 近運自二公示第２３号
改正 令和 ５年 ６月２７日 近運自二公示第１５号

公 示

一般乗用旅客自動車運送事業の事前確定運賃に関する
認可申請の取扱いについて

一般乗用旅客自動車運送事業の事前確定運賃に関する認可申請の取扱いを下記の
とおり定めたので公示する。

令和 ５年 ６月２７日

近 畿 運 輸 局 長 金 井 昭 彦

１．事前確定運賃の要件及び適用方法
（１）事前確定運賃は、配車アプリ等に搭載された電子地図（一般的に流通してお

り、地図情報が定期的に更新される仕組みを持ったものに限る。以下同じ ）。
を用いて、旅客が入力した乗車地点と降車地点との間の推計走行距離を基に算
定した距離制運賃（時間距離併用制運賃を除く ）に、近畿運輸局長が定めた。
係数を乗じ、１円単位を四捨五入して算定するものであることとする。なお、

（ 。 。）需給に応じて事前確定運賃を設定する運賃 事前確定型変動運賃 以下同じ
の認可申請の取扱いについては、７．から１１．のとおりとする。

（２）事前確定運賃の適用方法については、以下のとおりとする。
① 旅客に対して、電子地図上において走行予定ルート又は走行予定ル
ート上の主要経由地点（幹線道路、交差点、有料道路出入口等）のい

、 （ 、ずれかを示すとともに 事前確定運賃額 各種割引を適用する場合は
割引前及び割引後の運賃額）を提示し、旅客の同意を得て適用するこ
ととする。

② 運転者は、旅客に対して事前確定運賃を適用する旨を確認するとと
もに、原則、旅客に示した走行予定ルート又は走行予定ルート上の主
要経由地点を逸脱することなく運送を行うものとする。

③ 運送途中で旅客の都合によって走行予定ルートの変更（やむを得な
いものと事業者が判断した場合における走行予定ルート上の施設への
必要最小限度の時間内での立ち寄りは含まない。以下同じ ）を行う。
場合には、事前確定運賃による運送をその時点で終了し、事前確定運
賃額を収受するとともに、新たに当該運送終了地点から距離制運賃又
は事前確定運賃により運送を開始することとする。

④ 運転者による走行予定ルートの変更（交通規制によるものを含む ）。
は、旅客の同意を得て行うこととし、収受する運賃は事前確定運賃額
とする。

⑤ 通常時間帯と割増時間帯をまたぐ場合においては、運送の一部に割
増時間帯での運送を含む旨を予め旅客に示すこととする。



⑥ 事前確定運賃には割増及び各種割引を適用するものとする。
⑦ 各種料金は事前確定運賃とは区分して適用するものとする。
⑧ 荒天、イベント等による大規模な交通規制の発生により、事前確定
運賃の実施が困難になると予想される場合は、事前確定運賃は適用し
ないものとする。

２．認可申請手続
（１）申請内容

事前確定運賃の認可申請においては、３ （２）により近畿運輸局長が公示．
する又は公示した係数を用いて、１ （１）の方法により算定する運賃を適用．
する旨を申請するものとする。

（２）申請期間
係数が設定されていない営業区域においては、営業区域ごとに、原則として

最初の申請があったときから１ヶ月の期間の間に申請を受け付けることとす
る。ただし （４）のとおり、当該期間以外であっても、申請者が既に公示さ、

、 。れた係数を用いることを了承する場合には 申請することができるものとする
（３）申請書への添付を求める書類

申請書には以下の書類の添付を求めることとする。
① 配車アプリの概要を示した資料（３ （１）①から⑤を満たすことが確．
認できるもの）
なお、配車アプリを使用しない方式を用いる場合は、１ （２）①から．

⑧までの対応に係る仕組みについて概要を示した資料。
② 事前確定運賃を適用しようとする営業区域における実績年度（実績年度
の期間については、４月１日から翌年３月末日までとする ）の輸送実績。
（ハイヤー及び福祉輸送事業限定を除いた一般乗用旅客自動車運送事業に
おいて距離制運賃を適用した運送のみを対象とし、その中から、深夜早朝
割増以外の割増及び各種割引を適用した運送を除いたものとする ）を示。
した書面（別紙様式１参照 。）
ただし、実績年度途中の運賃改定などの事情を勘案し、近畿運輸局長が

必要と認めるときは、提出する輸送実績に係る期間を実績年度とは別に指
定するものとする（③において同じ 。。）

③ 実績年度の全ての運送における以下イからニに示すデータ（ハイヤー及
び福祉輸送事業限定を除いた一般乗用旅客自動車運送事業において距離制
運賃を適用した運送のみを対象とし、その中から、深夜早朝割増以外の割
増及び各種割引を適用した運送を除いたものとする 。。）
なお、当該データは、ＭｉｃｒｏｓｏｆｔＥｘｃｅｌによって作成され

たものを電子媒体にて提出を求めることとする。
イ．運送を開始し、実車となった月日及び時刻（分単位まで）
ロ．運送を終了し、空車となった月日及び時刻（分単位まで）
ハ．実車走行距離
ニ．当該運送に係る運賃額（原則各種料金については含めないものとす
るが、迎車料金について、一定の距離に応じて段階的に料金を設定す
るものや発車地点より実車扱いとするものを設定している場合は、こ
れを含めてもよいこととする ）。

（４）事前確定運賃を適用しようとする営業区域において既に有効な係数が公示さ
れている場合であって （２）の申請期間中に事前確定運賃の認可申請を行な、
わなかった者及び１人１車制個人タクシー事業者が当該係数を適用して事前確
定運賃を適用する旨の認可申請を行う場合にあっては （３ ．②及び③の書類、 ）
の提出は不要とする。



３．審査方法
（１）配車アプリ等には、少なくとも以下の機能が備わっていることを確認する。

① 配車アプリ等に搭載された電子地図を用いて、旅客が入力した乗車
地点と降車地点との間の推計走行距離を基に算定した距離制運賃（時
間距離併用制運賃を除く ）に、近畿運輸局長が定めた係数を乗じ、１。
円単位を四捨五入して算定するものであること。
② 旅客が、最短距離ルートや最短時間ルートなど２以上の走行予定ル
ートから走行すべき１つのルートを選択でき、旅客の乗車地点から降
車地点までの間の推計走行距離を選択されたルートで推計するもので
あること。
③ 事前予約又は配車依頼時に、旅客と運転者に対して同一の走行予定

、ルート又は走行予定ルート上の主要経由地点を示すことが可能であり
かつ旅客と運転者に対して示した走行予定ルートに基づいて事前確定
運賃額を算定し、提示できるものであること。

、 、④ 事前予約又は配車依頼時に 旅客が有料道路利用の有無を選択でき
その選択結果に基づいた走行予定ルートにより事前確定運賃を算定で
きるものであること。
⑤ 旅客が事前確定運賃の適用に同意する前に、サービスについての以
下の注意事項が提示され、旅客が同意したことを確認できるものであ
ること。
・運送途中で旅客の都合による走行予定ルートの変更を行う場合には、事
前確定運賃による運送をその時点で終了し、事前確定運賃額を収受する
とともに、新たに当該運送終了地点から距離制運賃又は事前確定運賃に
より運送を開始すること。

・道が空いている場合等、事前確定運賃額が距離制運賃や定額運賃よりも
高くなる場合があること。

（２）近畿運輸局長は、２ （３）②及び③の書類から、申請期間における全申請．
事業者の実績年度の総運賃収入額（総運送収入額から深夜早朝割増及び料金等
の額を除いたもの ）を、全申請事業者の実績年度の総実車距離等から算定し。
た推計総距離制運賃額（時間距離併用制運賃を除くこととし、全申請事業者の
実績年度の総初乗り運賃収入額を考慮するものとする ）で除して係数（以下。
「平準化係数」という ）を定めることとする。ただし、営業区域における運。
送実態を踏まえ、これと異なる区分を設けることができることとする。

（３）平準化係数は、小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下第２位まで算定
することとする。

（４）平準化係数を算定した時は、速やかにこれを公示することとする。

４．認可の条件
（１）荒天、イベント等による大規模な交通規制の発生により、事前確定運賃の実

施が困難になると予想される場合には、配車アプリ等においてその旨旅客に周
知すること。

（２）１回の運送における事前確定運賃額が距離制運賃により算出した運賃額に比
して大きく乖離する等不適切な運用が行われている事実を確認した場合は、道
路運送法第３１条に基づく事業改善命令の対象となることがあること。

（３）配車アプリ等を変更または追加するときは、近畿運輸局長に２ （３）①の．
資料を添付して通知すること。

（４）国土交通省が配車アプリ等の仕様について質問した場合には、これに回答す
ること。また、その回答結果に基づき、事前確定運賃の適切な運用に支障を生
じるおそれがあると認められるときは、仕様の変更その他の適切な処置を講じ
ること。



５．平準化係数の改定手続の開始等
（１） 平準化係数の改定については、現に事前確定運賃を実施している営業区域
ごとに、原則として最初の申請があったときから３ヶ月の期間の間に申請を受
け付けることとし、申請率（当該営業区域において、事前確定運賃の認可を受
けている法人事業者全体車両数に占める、改定申請があった法人事業者の車両
数の合計の割合をいう。以下同じ ）が７割以上となった場合に、平準化係数。
改定手続を開始することとする。

（２） 営業区域ごとに、平準化係数改定手続開始後において、申請の取り下げに
より申請率が７割を下回る事態となった場合には、次のとおり取り扱うことと
する。
① 申請率が７割を下回った時点で、平準化係数改定手続を一時的に中断す
るものとする。
② 当該平準化係数改定手続を中断したときから３ヶ月の期間の間に、追加
的な申請により申請率が７割以上となった場合には、直ちに当該平準化係
数改定手続を再開するものとする。
③ 当該平準化係数改定手続を中断したときから３ヶ月の期間の間に、申請
率が７割以上とならなかった場合には、当該平準化係数改定手続を中止す
るものとする。

（３） なお （１）において平準化係数改定手続の開始に至らなかったとき及び、
（２）③において平準化係数改定手続が中止となったときは、それぞれ申請事
業者について、道路運送法第９条の３第２項第１号の規定に適合しないものと
して却下処分を行うものとする。

（４） 申請書には、２ （３）②及び③のデータを添付するものとする。．
（５） 近畿運輸局長は、３ （２）から（４）により審査するものとする。．

６．事前確定運賃に係るその他事項
（１）事前確定運賃による運送時にメーター（事前確定運賃を表示する機能を有す
るメーターを除く ）を作動させる場合は、旅客の乗車地点においてメーター。
器を「実車」の位置に操作するとともに、メーターをカバー等で覆うこととす
る。

（２）曜日、時間帯、運賃額等により限定して事前確定運賃を適用する場合は、予
めその旨を周知することとする。

７．事前確定型変動運賃の要件及び適用方法
（１）事前確定型変動運賃は、事前確定運賃であって、配車アプリ等を通じ、需給
に応じて柔軟に運賃を変動させることを可能とする運賃であり、かつ変動運賃
の平均額が運賃幅（１０ （２）の範囲内）に収まるような方法により算定さ．
れる運賃であるものとする。

（２）事前確定型変動運賃の適用方法については、１ （２）の適用方法によるほ．
か、以下のとおりとする。
① 事前確定型変動運賃を導入する場合には、配車アプリ等によりサービスを
提供することとし 事前確定型変動運賃を適用させる間は 当該事業者の 事、 、 「
前確定運賃」は全て「事前確定型変動運賃」とする（事前確定運賃と事前確
定型変動運賃の併用はしない 。）

② 事前確定型変動運賃は、１ （１）により算定された事前確定運賃につい．
て、当該運賃の５割増から５割引の範囲内で、10円単位で設定することとす
る。

③ 運賃を変動させる方法は、リアルタイムに変動する運賃を決定する場合、
事前に変動する時間帯や要件を決定する場合のいずれの方法でも可能とす



る。
④ 導入する変動方法や配車アプリ等で提供する運賃の種類、運賃の内訳等に
ついて、配車アプリの画面上等でわかりやすく旅客に示すこととする。

８．認可申請手続
（１）申請内容
事前確定型変動運賃の認可申請については、１．から６．に基づき事前確定運
賃の認可を受けた者が７ （２）の方法により実施する旨を地方運輸局長等に．
対して申請するものとする。

（２）申請書への添付を求める書類
申請書には以下の書類の添付を求めることとする。
① 配車アプリ等による変動方法を示した資料
② 運賃水準（変動運賃の平均額が運賃幅に収まる水準。以下同じ ）を確認。
する方法を示した資料

③ 変動方法等を旅客へどのように示すのか（アプリ表示画面等）が確認でき
る資料

９．審査方法
（１）変動方法や運賃水準の確認方法が適切か、アプリ表示画面等、旅客へ変動方
法等を示す手段が旅客にとってわかりやすいものとなっているか等について確
認することとする。

（２）変動運賃の平均額が総括原価により設定された運賃幅に収まる水準となるこ
とが認可条件となるため、原価計算書の添付は不要とする。

１０．認可の条件
（１）運賃水準を満たしているかを定期的に確認するため、３ヶ月毎に実績を求め
ること。

（２）運賃水準の範囲は、事前確定型変動運賃による運送と同様の運送を事前確定
運賃で行うと仮定した場合に、当該運賃ブロックの上限運賃により算定した事
前確定運賃と、同下限運賃により算定した事前確定運賃の範囲内に収まってい
るかにより判断すること。

（３）運賃水準を満たさない場合には、改善の検討を指示し、なお改善されない場
合には、道路運送法第３１条に基づく事業改善命令の対象となることがあるこ
と。

（４）新たに運転者負担をさせるような慣行が確認された場合には、配車アプリ事
業者やタクシー事業者に改善を求めること。

１１．事前確定型変動運賃に係るその他事項
（１）６ （１）の事項は、事前確定型変動運賃にも適用するものとする。．
（２）全国で最初に事前確定型変動運賃の認可を受けた事業者が運用を開始してか
ら６ヶ月間をモニタリング期間とし、当該モニタリング結果を踏まえ、必要が
あると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

附 則
本公示は、令和 元年 ５月 ８日から施行する。
ただし、４ （６）については、本公示の施行日から２年を経過後、新たに認可．

又は認可を更新するまでの間は、これによらないことができるものとする。

附 則（令和 ４年 １月１１日付け近運自二公示第２３号改正）
１．改正後の規定は、令和 ４年 １月１１日から適用する。



２．本改正公示の施行の際、現に事前確定運賃の認可を受けている者は、令和４年
１０月３１日までの間、引き続き改正前の規定を適用できることとする（引き続
き統一係数（改正前の「一般乗用旅客自動車運送事業の事前確定運賃に関する認
可申請の取扱いについて」３ （２）の統一係数をいう。以下同じ ）を運用で． 。
きることとする 。。）

３．改正後の規定に基づく平準化係数により事前確定運賃を適用しようとする事業
者は、改正前の規定に基づく統一係数により事前確定運賃の認可を受けている場

、 。 、合であっても 近畿運輸局長の認可を別途受けることとする この場合について
３．のとおり過去の輸送実績から平準化係数を算出できることから、２ （３）．
の書類の提出を不要とする。

４ 「一般乗用旅客自動車運送事業の事前確定運賃に関する認可申請の申請期間に．
ついて （令和 元年 ６月２５日付け近運自二公示第６号）については、廃止」
する。

附 則（令和 ５年 ６月２７日付け近運自二公示第１５号改正）
改正後の規定は、令和 ５年 ７月 １日から適用する。



（別紙様式１）

5時台～21時台 22時台～4時台

総運賃収入
（距離制運賃）

総実車キロ

総運送回数

※様式の時間帯は、深夜早朝割増時間帯の適用内容に応じて適宜修正することも可能とする

※時間帯をまたぐ運送に係る実績は、運送を開始した時間が属する時間帯に含めるものとする

※「総運賃収入」には、原則各種料金は含めないものとするが、迎車料金について、一定の距離
に応じて段階的に料金を設定するものや発車地点より実車扱いとするものを設定している場合
は、これを含めてもよいこととする



＜運賃水準の確認＞ （別紙様式２）

割引・割増前の運賃
割引・割増後の運賃（実際に利用

者から収受した運賃）
上限運賃 下限運賃

第１週 令和○年○月○日～○月○日

第２週

第３週

第４週

第５週

第６週

第７週

第８週

第９週

第１０週

第１１週

第１２週

合計

A B C D

平均運賃
（合計運賃/運送回数）

注意事項：

※1　D<A<Cになるように、事前確定運賃を変動させること。

※2　1週間ごとにデータを整理し、３ヶ月毎に運輸局等に実績を報告すること。

※3　「割引・割増」は、障害者割引、遠距離割引、深夜・早朝割増等を指す。

※4　必要に応じて行を加えて用いること。

公定幅運賃を基に通常の事前確定運賃で収受したと仮定した場合の
運賃

期間

事業者名：

報告期間：　○月○日～○月○日

事前確定型変動運賃

運送回数


